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OECD世界経済見通し：世界経済成長見込む

も来年ピークの可能性

OECDの世界経済見通しでは、金融、財政政策や、世界的な雇用の伸びと、設備投資や貿易の回復を背景に全
体で成長が加速すると見込んでいますが、18年に世界経済の成長率がピークをつける可能性も指摘しています。

2017年11月29日

OECD、景気回復を期待しつつ

OECDの世界経済見通しでは、各国の金融または財政政策
に加え、世界的な雇用の伸びと、設備投資や貿易の回復を
背景に18年も全体で成長が加速すると見込んでいます。た
だし、OECDは18年に世界経済の成長率がピークをつける可
能性も指摘しています。
国別に成長予想のポイントを述べます。
OECDは、米国が18年に個人・法人減税を実施するとの想定
で、同年の成長率を2.5%と見ています。ただ19年にインフレ
率は米金融当局の目標である2%を上回り、失業率は3.7%に
まで低下、その後底打ちをするとOECDは見ています。労働
市場改善の転換、金融引き締めの影響などを背景にOECD
は米国の19年の成長率を2.1%と見込んでいます。
日本は18年中頃を目処に開始が想定される財政健全化計
画、19年後半の消費税率引き上げがマイナス要因となり、成
長率が低下する展開を見込んでいます。なお、財政再建の
マイナス要因はあると見ているものの、労働市場の回復によ
る賃金上昇を背景に個人消費による景気の下支えが期待さ
れることや、設備投資も堅調に推移すると見ており、ピクテで
は日本の18年の成長率は1.4%と見込んでいます。
ユーロ圏は欧州中央銀行（ECB)の金融緩和と輸出の回復が

グローバル

経済協力開発機構（OECD）は2017年11月28日に世界経済
見通しを発表しました。OECDは、18年の世界全体の成長率
は3.7%と17年の3.6%からさらに上昇することを見込んでいま
す（図表1参照）。特に米国の成長率予想は18年が2.5%と今
年を上回ると見込まれています。ただ、今回新たに公表され
た19年の成長率を見ると、世界全体は3.6%と小幅ながら成
長のペースが18年に比べ減速すると、OECDは見込んでい
ます。足元の長期的な景気回復傾向が来年ピークを迎える
可能性があることを、OECDの見通しが示唆しています。

どこに注目すべきか：

OECD世界経済見通し、財政政策、新興国

17年までの堅調な経済成長の原動力とOECDは指摘していま
すが、18年にはECBが金融緩和姿勢を弱めると見られること
や、ユーロ高を受け輸出競争力が低下することが見込まれる
ため成長率見通しを引き下げています。それでもユーロ圏の
19年の成長率は1.9%と個人消費などの下支えを背景に2%近
い成長を見込んでます。また、ドイツ、フランスといった中核国
とスペインなど周縁国との成長率に大きな圏内格差は見られ
ないなど、成長のバランスは確保されるとも見ています。
OECDが2018年に成長率がピークアウトする可能性を指摘し
ているのは、これまでの要因が主な背景と思われます。
一方で、経済安定化を重視して、OECDは中国の成長率低下
を見込んでいますが、新興国には19年も成長率回復が期待さ
れる国も見られます。例えば、ブラジルはインフレ率の低下に
伴う金融緩和により、実質可処分所得上昇による消費の回復
と、金利低下による設備投資の回復が期待されています。ブ
ラジルの政治動向に不安はあるものの、OECDはブラジルに
ついては景気回復の継続をメインシナリオとしています。
インド（図表にはありませんが）も18年が7.0%、19年が7.4%と成
長が加速すると見られています。税の効率化を目指した物品
サービス税（GST）が18年頃から機能することが期待されるこ
とや、資本注入による国営銀行の不良債権処理などからのプ
ラス効果を指摘しています。
経済成長を想定しつつ、リスクにも配慮は必要と思われます。

図表1：OECDの主な国の経済成長率予想
（時点：2017年11月現在予想、予想はOECDによる）
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出所：OECDのデータを使用してピクテ投信投資顧問作成


